（様式第１号）
Ａ４サイズ／記入欄は適宜広げてください。

指定管理者指定申請書
令和３年　　月　　日

　大阪府知事　様

　　　　　　　　　　　　申請者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話番号　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　　　　名称

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　

大阪府営住宅条例第５７条の規定により、下記の大阪府営住宅及び共同施設に係る指定管理者の指定を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

記

　　＊申請地区に「○」を記入してください。（複数不可）
（　）Ａ地区（北摂①地区）
	豊中市内、池田市内、箕面市内、吹田市内の府営住宅等
※東三国２丁目住宅含む。


（　）Ｂ地区（北摂②地区）
	高槻市内、茨木市内、摂津市内、島本町内の府営住宅等


（　）Ｃ地区（大阪市、中・南河内地区）
	大阪市内、八尾市内、松原市内、柏原市内、羽曳野市内、藤井寺市内、富田林市内、河内長野市内、大阪狭山市内の府営住宅等
※東三国２丁目住宅除く。


（　）Ｄ地区（堺市①、泉州北部地区）
	堺市(南区を除く)、泉大津市内、和泉市内、高石市内、忠岡町内の府営住宅等


（　）Ｅ地区（堺市②地区）
	堺市南区(泉北ニュータウン)内の府営住宅等


（　）Ｆ地区（泉州南部地区）

	岸和田市内、貝塚市内、泉佐野市内、泉南市内、阪南市内、熊取町内、田尻町内、岬町内の府営住宅等


１　法人等の概要（グループでの応募の場合には、代表となる法人等の概要を記載してください。）

	代表法人等名
	

	所在地
	

	連絡先
	担当部署

担当者名

E-mail
	電話番号

ＦＡＸ



	設立年度・資本金等
	設立年度
　　　　　年
	資本金・出捐金

	従業員数
	人（令和３年　　月　　日現在）


  (参画法人等)※共同提案がある場合は記入してください。

	法人名等
	運営業務実績
	分担内容
	担当者及び連絡先

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


２　主要株主・出資（出捐）者

	出資（出捐）者名
	出資（出捐）金額
	出資（出捐）率

	
	
	

	
	
	

	
	
	


３　事業経歴
（１）受託事業部門に関する実績

	事業を行った時期・期間
	主要な施設名・事業内容

	　　　年　～　　　　年

（　　　年間）
	施 設 名：
事業内容：

	　　　年　～　　　　年

（　　　年間）
	施 設 名：

事業内容：

	　　　年　～　　　　年

（　　　年間）
	施 設 名：

事業内容：

	　　　年　～　　　　年

（　　　年間）
	施 設 名：
事業内容：


（２）その他の部門での主要な事業実績

	事業を行った時期・期間
	主要な施設名・事業内容

	　　　年　～　　　　年

（　　　年間）
	施 設 名：
事業内容：

	　　　年　～　　　　年

（　　　年間）
	施 設 名：

事業内容：

	　　　年　～　　　　年

（　　　年間）
	施 設 名：

事業内容：

	　　　年　～　　　　年

（　　　年間）
	施 設 名：
事業内容：


（３）指定取消の有無　　※他自治体での指定取消についても記載してください。

	指定取消を受けた時期
	主要な施設名・事業内容・取消理由

	　　  　　年　　　　月
	施設名：
事業内容：

取消理由：

	　 　　　 年　      月
	施設名：
事業内容：

取消理由：


４　行政の福祉化（就職困難者等の雇用・就労支援の実施）について記載してください。

	①各種就労支援事業を活用して雇用した人数等
就労支援事業名

雇用実績数

(雇用予定
者数)
人数

就労時期

地域就労支援センター

名

・令和　　年　　月　　日～

・令和　　年　　月　　日～
（　　　名）

障害者就業・生活支援センター

名

・令和　　年　　月　　日～

・令和　　年　　月　　日～
（　　　名）

大阪府母子家庭等就業・自立支援センター

名

・令和　　年　　月　　日～

・令和　　年　　月　　日～
（　　　名）

ホームレス自立支援センター

名

・令和　　年　　月　　日～

・令和　　年　　月　　日～
（　　　名）

地域若者サポートステーション
(ただし、地域若者サポートステーションの利用者については、1年以上未就業の状態にあり、地域若者サポートステーションが推薦する者を対象とする。)
名

・令和　　年　　月　　日～

・令和　　年　　月　　日～
（　　　名）

生活困窮者自立支援機関

名

・令和　　年　　月　　日～

・令和　　年　　月　　日～
（　　　名）
大阪ホームレス就業支援センター
名

・令和　　年　　月　　日～

・令和　　年　　月　　日～
（　　　名）
保護観察対象者等
（大阪保護観察所長による雇用証明書）
名

・令和　　年　　月　　日～

・令和　　年　　月　　日～
（　　　名）
(一社)おおさか人材雇用開発人権センター（Ｃ－ＳＴＥＰ）への加入

加入の有無　　　　（　有　・　無　）

障がい者サポートカンパニー
制度への登録の有無　　　　（　有　・　無　）
大阪保護観察所への協力雇用主としての登録
登録の有無　　　　（　有　・　無　）
※就職困難者の雇用については、原則として指定管理者の構成員による雇用としますが、雇用を予定する場合も可とします。

（既存で雇用されている場合は、平成30年８月５日以降に雇用され、申請日時点で在職している者が対象となります。また、今後雇用予定の場合、指定期間の初日から７月を経過する日までに履行することが必要です。なお、実際の雇用にあたり、活用予定のセンターの変更は可とします。）
※就職困難者の雇用は、常用雇用労働者を対象とし、臨時的又は一時的に雇用する者を除きます。
なお、常用雇用労働者とは、次の条件をすべて満たす労働者をいいます。

・1週間あたりの労働時間が３０時間以上であること。
・雇用期間の定めがなく雇用されていること。又は、一定の雇用期間を定めて雇用されており、
その雇用期間が反復更新されていること。（すなわち、過去１年を超える期間について引き続き
雇用されていること、又は雇入れの時から１年を超えて引き続き雇用されると見込まれること）

・各種保険制度（労災保険、雇用保険、健康保険、厚生年金保険、介護保険など）に加入している
こと。

※各センターの利用証明は、各センターに登録されている方を対象として発行されます。
※大阪保護観察所長による雇用証明書及び大阪保護観察所への協力雇用主としての登録については、
いずれも様式7号の協力雇用主の登録・保護観察対象者等の雇用に関する証明書を提出ください。
※（一社）おおさか人材雇用開発人権センター（Ｃ-ＳＴＥＰ）：大阪府が実施する「就職困難者に対する就労支援事業」又は「企業に対する支援学校等生徒の雇用支援事業」の補助事業者。
※障がい者サポートカンパニー：障がい者の雇用や就労支援に積極的に取組む企業及び団体等を登録する制度。
※大阪保護観察所への協力雇用主としての登録：保護観察対象者等を、その事情を理解した上で雇用し、改善更生に協力する民間の事業主として大阪保護観察所に登録するもの。
※なお、複数の法人等がグループを構成して申請する場合、Ｃ－ＳＴＥＰへの加入、サポートカンパニー制度への登録及び大阪保護観察所への協力雇用主としての登録は、全ての構成員に対して求めるものではありません。また、申請時点での加入状況及び登録状況を評価するものとします。
②職場環境整備等支援組織（障がい者分野又は生活困窮者分野）の活用
就職困難者の職場定着支援の必要性に鑑み、就職困難者の新規雇用予定者又は既雇用者の支援（採用（引継ぎ）から定着支援）において、障害者等の職場環境整備等支援組織（障がい者分野又は生活困窮者分野）を活用するか
□活用する　　□活用しない　（いずれかの□にチェック）

　※障がい者分野の支援組織は、生活困窮者自立支援機関を除く各センター利用者のうち、「障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）」第２条に規定するものに限ります。
※生活困窮者分野の支援組織は、生活困窮者自立相談支援機関の利用者を雇用する場合に限ります。（他の機関の利用者を雇用する場合は活用できません）
「活用する」を選択した場合、現時点の予定について可能な範囲でご記入ください。
（１）活用する支援組織の分野（いずれかの□にチェック）
　　　　□障がい者分野　　□生活困窮者分野
（２）就職困難者への支援として支援組織に求める支援の内容（当てはまる□にチェック、複数選択可。４その他の支援の場合は具体的に記入）
１　職場のアセスメント

□雇用現場の確認（雇用環境や支援体制等）　　□職務分析
□担当業務の切出し及び組立て

２　ジョブマッチング（新規雇用の場合）

□採用スケジュール　　□雇用前実習の実施　　□受入環境の整備等

３　定着支援

□職場に慣れるまでの間の支援　　□支援機関（送出し機関）との連携方策
□一定期間経過後の支援　　　　　□課題発生時の対応
□支援員の配置等(障がい者分野の支援組織のみ支援可能）

４　その他の支援
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

③障がい者の実雇用率

　　　　　　　％（事業主名　　　　　　　　　　　　　　　令和３年６月１日現在）

　　　　　　　％（事業主名　　　　　　　　　　　　　　　令和３年６月１日現在）

　　　　　　　％（事業主名　　　　　　　　　　　　　　　令和３年６月１日現在）

※実雇用率は法定雇用率を超えていることが必要です。法定雇用率を達成していることのみで点数が付与されるものではありません。
※共同提案の場合は、全ての事業主について記載してください。欄が足りない場合は適宜追加してください。また、その場合、全ての構成員の実雇用率が障がい者雇用率を超えている場合に1点付与します。



